
 

２０２６年７月 10 日 

四国電力送配電株式会社 

 

託送料金における収入の見通しの変更承認申請について 
 

本日、経済産業大臣に対し、電気事業法第 17条の２第４項に基づき、託送料金における収入の見

通しの変更承認申請を実施しました。 

当社は、レベニューキャップ制度の下、2023 年度から 2027 年度までの第一規制期間に係る事業

計画に基づき、再生可能エネルギーの導入拡大、レジリエンスの強化に資する送配電設備の更新・

保全を着実に進めることにより、電力の安定供給の確保に努めるとともに、継続的に効率化を推進

してまいりました。 

こうした中、近年、計画時には想定できなかった物価や労務費、金利の上昇により、事業運営に

係る費用が大幅に増加しております。今後、電力の安定供給に必要な施工力を確保し、サプライチ

ェーンを維持していくためには、協力会社が必要な賃金水準を確保できるよう、市況の上昇を継続

的に取引価格へ反映していく必要があります。 

これに伴う収支の悪化に対応するため、最新の需要動向等を踏まえた投資量の見直しや、効率化

施策の更なる推進により、最大限のコスト削減に取り組んでおりますが、物価等上昇による影響は

大きく、自助努力のみで吸収することは困難な状況となっております。 

以上のような状況変化に対応するため、当社は、託送料金の見直しが必要と判断し、収入の見通

しの変更承認申請を実施いたしました。 

今回申請した当社の収入の見通し（５か年総額）は、現在の収入の見通しと比べて 378億円増加

の 8,216億円となり、今後、国による審査を経て、収入上限として経済産業大臣の承認を受けたう

えで、新たな託送料金（2026年 11月 1日より適用予定）を設定することとなります。 

当社は、これからも「たゆまず、とどける」を合言葉に、将来にわたって電力の安定供給という

責務を果たしていくことで、四国地域の発展に貢献できるよう、努めてまいります。 

引き続きご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

 

以 上 

 

 

（添付資料）託送料金における収入の見通しの変更承認申請の概要について 
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1. 収入の見通しの変更承認申請について 1

○ 当社は、レベニューキャップ制度の下、2023年度から2027年度までの第一規制期間に係る事業計画に基づき、再生
可能エネルギーの導入拡大、レジリエンスの強化に資する送配電設備の更新・保全を着実に進めることにより、電力の安
定供給の確保に努めるとともに、継続的に効率化を推進してまいりました。

○ こうした中、近年、計画時には想定できなかった物価や労務費、金利の上昇により、事業運営に係る費用が大幅に増加し
ております。今後も、電力の安定供給に必要な施工力を確保し、サプライチェーンを維持していくためには、協力会社が必
要な賃金水準を確保できるよう、市況の上昇を継続的に取引価格へ反映していく必要があります。

○ これに伴う収支の悪化に対応するため、最新の需要動向等を踏まえた投資量の見直しや、効率化施策の更なる推進によ
り、最大限のコスト削減に取り組んでおりますが、物価等上昇による影響は大きく、自助努力のみで吸収することは困難な
状況となっております。

○ 以上のような状況変化に対応するため、当社は、託送料金の見直しが必要と判断し、収入の見通しの変更承認申請を実施
いたしました。

○ 今回申請した当社の収入の見通し（５か年総額）は、現在の収入の見通しと比べて378億円増加の8,216億円となり、
今後、国による審査を経て、収入上限として経済産業大臣の承認を受けたうえで、新たな託送料金を設定することとなり
ます。

○ 当社は、これからも「たゆまず、とどける」を合言葉に、将来にわたって電力の安定供給という責務を果たしていくことで、
四国地域の発展に貢献できるよう、努めてまいります。

   引き続きご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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（参考）レベニューキャップ制度の概要 2

○ レベニューキャップ制度の下、当社は、電力を安定的にお届けするために必要な設備投資や維持・運用費用について、
5か年分の事業計画をあらかじめ策定し、これに基づき、託送料金を設定しています。

○ レベニューキャップ制度では、一般送配電事業者の裁量によらない外生的な要因により、期初において設定した収入の見
通しと、規制期間中の費用に乖離が生じた場合、当該乖離額を収入の見通しへ反映する制度措置※が設けられています。

＜レベニューキャップ制度の概要＞

期初（規制期間開始時）

事業計画の策定

収入の見通しの算定

（収入上限として承認）

託送料金の設定

期中（規制期間中）

期初の収入上限

変更後の収入上限

事後

事業計画の

達成状況を評価

収入上限を超えて

収入を得ていないか

等の評価

費
用
増

費
用
増

託送料金の再設定

（必要に応じて期中調整）

事業計画に基づき

送配電事業を実施

費

用

費

用

○ レベニューキャップ制度の下、当社は、電力を安定的にお届けするために必要な設備投資や維持・運用費用について、
5か年分の事業計画をあらかじめ策定し、これに基づき、託送料金を設定しています。

○ レベニューキャップ制度では、一般送配電事業者の裁量によらない外生的な要因により、期初の収入上限と、規制期間中
の費用に乖離が生じた場合、当該乖離額を収入上限へ反映する制度措置※が設けられています。

※基本的に翌期調整とするが、特定の変動要因については期中に収入上限へ反映が可能
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（参考）物価・金利等の上昇に伴う新たな制度措置 3

【出典】2026年3月17日 第93回 公共料金等専門調査会

○ 国の審議会での議論の結果、一般送配電事業者が安定的な事業運営に支障をきたすことがないよう、近年の物価・金利
等の急激な上昇による影響について、収入の見通しへ反映できる、新たな制度措置が導入されました。
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２．サプライチェーン維持の取り組み 4

＜取引会社との良好な関係構築に向けた取り組み＞

URL：https://www.yonden.co.jp/nw/corporate/supply/partnership.html

【イメージ・認知度の向上】
・電工職の仕事内容や魅力を纏め
たワークガイド作成 など

【労働生産性向上】
・工事会社と協働で配電工事工法
の省力化WGの設置 など

【労働環境改善】
・休日の確保を推進する工事計画
の立案、工事平準化

・待遇の改善 など

○ 今後、高経年化設備の更新数量のさらなる増加が見込まれる中、将来にわたって安定供給を維持するためには、施工力
の確保が重要との認識のもと、労務費単価の取引価格への適切な反映、工事会社と一体となった労働生産性の向上や労
働環境改善に積極的に取り組んでいます。

＜施工力確保に向けた魅力発信・労働生産性向上等における取り組み＞

https://www.yonden.co.jp/nw/corporate/supply/partnership.html
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3. 効率化・コスト抑制の取り組み 5

○ 昨今の物価等上昇の影響を踏まえ、安定供給に支障をきたさないことを大前提として、最新の需要動向や工事の進捗状
況等、計画策定時点からの情勢変化を反映するとともに、効率化施策を織り込むことにより、計画の見直し（投資量の削減）
を行いました。

【凡例】 ：変圧器

：系統開放点

Ｌ ：負荷

：潮流(太さは潮流量をイメージ)

＜効率化施策の例＞

需要動向等を踏まえ変圧器の更新要否を再検討し、撤去しても運
用上問題ないことを確認したため、更新から撤去へ見直し、投資量
を削減した。

※上図は実際の系統を簡易的に記載。

A変電所およびB変電所の
需要規模を比較し、
C変電所の負荷を

A変電所からB変電所へ切替

A変電所 B変電所

Ｌ Ｌ

C変電所

Ｌ Ｌ

Ｌ

変圧器 更新⇒撤去

最新需要動向等を踏まえたスリム化(変圧器廃止▲1台)

■変圧器廃止に伴う設備のスリム化

建替対象

元位置建替車両に電線等を仮支持

■元位置建替車両の適用

既設位置にて電柱を建替（元位置建替）する場合、従来は別位置
に仮柱を設置する必要があったが、元位置建替車両の適用により不要と
なった。

【作業の様子】

道路

道路

道路

道路

①

②

元位置建替車両

【従来工法】

【元位置建替車両の適用】

①別位置に仮柱設置、電線等移設・仮支持
②元位置建替後、電線等再移設

仮柱

元位置建替車両に電線等を仮支持した状態で建替

建替対象電柱

建替対象電柱

元位置建替車両の適用により仮
柱が不要（電柱▲1本）
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4. 期中調整の実施について 6

現在の収入の見通し
（2023年11月承認）

物価変動

金利変動
(事業報酬)

[億円]

制御不能費用
(見通し値)

今回申請 収入の見通し

【新たな制度措置対象費用】

7,838
（1,570）

8,216
（1,836）

+298
（+210）

+76
（+54）

+7
（+5）

＋378
（+26７）

・上図の（ ）は、今回申請した収入の見通しのうち、第一規制期間の残期間（2026年11月以降の17か月間と想定）に対応した収入の見通しと、  
同期間の現在の収入の見通しからの増加額を1年あたりに換算した値（増加額×12か月/17か月）。
・端数の関係で、合計・差引額は一致しない。

○ 設備投資計画の見直しや効率化施策の更なる推進により、最大限のコスト削減に努めてまいりましたが、物価等上昇の影
響は大きく、自社努力のみで全てを吸収することは困難な状況となっています。

○ このため、新たに制度措置の対象となった物価や金利の変動と、制御不能費用※の実績値や見通し値（約定・公募結果等）
を反映した結果、収入の見通し(５か年総額)は、現在の収入の見通しに比べて378億円増加の8,216億円となりました。 

▲3
（▲2）

制御不能費用
(実績値)

・容量拠出金   ・・・ ▲7 (▲5)

・ブラックスタート
電源確保費用   ・・・   11 (   8)

・予備電源費用 
（電源入札拠出金）・・・    3 (   2)

※ 制御不能費用：一般送配電事業者の裁量によらない外生的な費用や、効率化が困難な費用。
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（参考）今後のスケジュールについて 7

○ 今回、変更承認申請をした収入の見通しは、国による審査を経て、収入上限として承認を受ける見込みです。

○ その後、承認された収入上限を基に託送料金を設定し、託送供給等約款の変更届出を行うこととしております。

2026年度

収入の見通し

託送供給等約款
（託送料金）

変更承認申請
[7/10]

国による審査

変更承認

新たな託送料金適用

変更届出 11/1改定

＜周知＞
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